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Ⅰ．はじめに
　本研究では，明治期とりわけ 1908（明治 41）
年前後の横浜市を事例として，地域住民や商人な
どが経費を出して運営した「学区」が存在したこ
とにより教育環境1）の地域的差異があったこと，
そして公立小学校の運営主体が学区から市に変わ
ることによって，教育環境の地域的差異が縮小に
向かっていったことを明らかにする．
　「学区」の概念について千葉（1962）は「『小学
校を設立維持する法律上の責任をおわされた公法
上の地域団体』を設置主体，『一設置主体をなす
村落の内部で一小学校を設置すべきものと行政上
指定された区域』を設置区域，そして，『一小学
校に現実に通学する児童の居住する区域』を通学
区域とし，『それら三種のものの総称』を学区と
いうことにする」2）とまとめている．つまり市町
村・町村学校組合・学区が設置主体として公立小
学校を運営し，市町村内に複数の小学校が設けら
れる場合には複数の設置区域が設けられ，その区
域内に校舎が置かれる．設置区域がそのまま通学
区域となることが多いが，分校がある場合や設置
区域外の学校に通っている児童がいる場合には，
設置区域と通学区域は一致しないことになる3）．
現在，公立小学校の学区といえば設置区域や通学
区域を指し，設置主体は市区町村となっている
が，本研究での学区は設置主体を指している．
　横浜市の教育環境を研究したものとして横浜市
教育委員会編（1976）がある．当時の教育環境の
状況や教育政策について分析しており，本研究で
も多く参照している．
　学区制度を研究したものとしては，酒川（1983）
が広島市を事例に，通学区域の形成過程から学区
の類型化を行った研究がある．また橘（2002）が
福井市を事例に，学区が当初は「税制・徴兵制・
学制」を実現させるために機能し，現在も通学区
域以上の意義を持っていることを示した研究もあ
る．三上（2002）が京都市を事例に，第二次世界
大戦時まで存続した学区の歴史と意義を整理した
研究がある．また土方（2002）は東京市を事例に，
都市部での就学率の向上と小学校の整備の歴史に
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明治期の横浜市における教育環境の地域的差異
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　本研究では，明治期の横浜市において教育環境に地域的差異が存在していたこと，さらに 1908（明治
41）年前後の統計を比較することで，その地域的差異が縮まった実態を明らかにする．
　当時の横浜市では，地元住民や商人などが資金を出した学校運営の主体である「学区」が小学校を運営
しており，「学区」の資力の多少に応じて学校間に差，つまり教育環境の地域的差異があった．また，児
童数の急速な増加に起因する教育予算の財源不足や学校施設の不足，さらに高等科への進学者の増加や義
務教育年限の延長への対応，そして全国平均を下回る就学率の向上という教育政策上の課題があった．そ
れらの課題を解決するため 1908 年に「学区」が廃止され，小学校は横浜市による運営となった．
　本研究では横浜市の統計から，「学区」廃止前後の児童 1 人あたりの経費，児童 1 人あたりの建物面積，
学区別就学率を比較し，教育環境の地域的差異の存在とその縮小の実態を明らかにした．
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ついて整理している．そして湯田（2010）は神戸
市を事例に，学区が地域住民の拠り所として機能
していたことを示している．
Ⅱ．明治期の横浜市における 
　　行政区と学区
　近代的学校制度の礎となった 1872（明治 5）年
に公布された「学制」では，「学区」を設け運営
経費を受益者や設置者に負担させることを原則と
し，住民からの徴収金・授業料・寄付・財産収入
などで運営された．学制では小学区（人口 600 人）
に 1 校が想定されたが，多くの小学区は学校を設
置維持するほどの経済力をもつことができなかっ
た．（当時の行政区は 1871 年の「大区・小区制」
であり，神奈川県の小学規則では小学区は小区と
一致されていた4）．
　1879（明治 12）年に教育令が公布され，その
前年の 1878 年に制定された「郡区町村編成法」
に基づく町村を小学校設置の基礎とすることなど
が示された．行政区として「横浜区」が設置され
たが，学区は戸長役場5）が管轄する町単位に整理
されていき，売上金に掛かる営業税割，建物の個
数に掛かる家屋税割といった区税も徴収されてい
た．1884 年時点で横浜区内に 11 戸長役場，4 学
区が設置されていた．
　1886（明治 19）年には小学校令が施行され，
小学校は基本的に義務教育の尋常科 4 年，高等科
4 年と規定された．2 年後の 1888 年に「市制・町
村制」が施行され，横浜市が設置された．小学校
令下では学校運営は市町村が基本となっていた
が，六大都市では名古屋以外は学区運営が続いて
おり，その理由として，学区が自治や共同体組織
として機能していたことや，学区が保有する財産
を市に手放すことへの抵抗感などが指摘されてい
る6）．
　1891 年からは，横浜市内の学区が 1 学区に 1
校となるよう 8 学区に分割され，さらに 1901 年
の「第一次市域拡張」（市町村合併）で，4 学区 6
学校（学区は神奈川・根岸・本牧及び北方・篠
崎，学校は神奈川・根岸・本牧・北方・代用私立
篠崎小学校7）・吉田小学校分教場）を横浜市域に
編入し，12 学区 14 校となっている（第 1 図に当
時の学区・小学校所在地を示す）．
　また，土地，預金，公債証書などを財産として
保有する地域団体「特有財産区」が 1907（明治
40）年 7 月の時点で 6 区あり，その利子が小学校
の運営費にも充てられていた8）．
Ⅲ．横浜市における学区廃止への流れ
　1900 年代の横浜市における教育環境に関する
課題として，第一に横浜市の人口増加による児童
数増加への対応がある．第一次市域拡張後の
1901 年度の公立小学校児童数は 1 万 4744 人で
あったが，学区廃止となる 1908 年度には 2 万
4756 人9）となり，7 年間で約 7 割増となっていた．
当時の新聞記事に記されている横浜市特有の教育
政策上の課題は，児童数増加に起因する教育予算
の財源不足10），学校施設の不足11），また高等科へ
の進学者の増加12），義務教育年限の延長13），さら
に学区の富力に起因する学校間の差14）である．
　また，低い就学率の課題もあった．1900 年度
の横浜市の就学率（学齢に達し通学している児童
の割合）は 58.17％であり，全国平均の 81.78％と
比較して低かった．性別によって就学率の差がみ
られ，同年度の全国平均では男子 90.35％であっ
た の に 対 し 女 子 71.73 ％， 横 浜 市 平 均 は 男 子
59.11％，女子57.09％であり，女子のほうが低かっ
た15）．
　就学率が低かった理由として横浜市会事務局
（1983）では「授業料が高額だったことによるが，
他面市の指導層に教育への関心がうすかったこと
も一因であろう」としている16）．また，山田
（1912）は不就学者がいる理由として 5 点指摘し
ており，それは⑴父母兄姉の義務教育への無理
解，⑵貧窮のため学用品費等が払えないこと，‌
⑶弟妹の子守，⑷奉公に出れば食料被服を支給さ
れた上に給金も得られるのに，学校に通えば学用
品や身なりに費用がかかること，⑸校内で生計の
よい家の子と比較され世間体が悪いことである17）．
また，渋谷（1978）は，1910 年の横浜市郊外の
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第 1 図　横浜市内　公立小学校の位置と学区　1901 年
　（吉田小学校分教場は位置不明．筆者作製）
原田 貴己
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農村では就学除籍の理由に貧困があったこと，女
児に学問は不要という雰囲気があったことを指摘
している18）．また，不就学の理由として「子守，
商いに行く，家業の手伝い」が指摘されている小
学校もあった19）．
　教育環境の差で端緒なのは横浜小学校と他校と
の差である．横浜小学校の学区である「本町外
十三ケ町」は都市中心部にあって税収も多く，ガ
ス会社の管理もしており資産があった20）．豪華な
校舎をもつことができ21），講堂は市会の臨時議場
に使われるほどであった22）．富裕な豪商や外交官
の子女が通学しており，豪華な校舎やその雰囲気
から「横浜の学習院」とまで言われていたとい‌
う23）．横浜小学校がある選挙区の高所得者層（第
1 区第 1 級）から選出された市会議員である戸井
嘉作が，学校間の差を解消するべく学区廃止を提
唱すると，都市中心部の有権者から反対の声が上
がったという24）．
　しかし 1900 年代の横浜市は，綿紡績で栄えた
大阪を後背地に持つ神戸港をはじめとした諸港の
台頭により国内での地位を下げていたことや，商
人派や地主派といった旧来の派閥にとらわれない
刷新派と呼ばれる議員が台頭していたことから，
市政の転換期にあった25）．港湾都市から工業都市
への転換が当時の市原盛宏市長（1903 年 1 月～
1906 年 5 月）の市政方針となり，工業の発展に
向けて「よき市民」の養成が不可欠として据えら
れるようになり26），その方針を掲げた市長と，戸
井氏をはじめとする学区廃止賛成の市会議員27）
が多数派となっていた．その結果，義務教育年限
が 6 年となった 1908 年 4 月に学区廃止となった．
　この時に尋常科（義務教育）6 年間・高等科 2
年間となり，高等科の再編も行われている．1904
年度まで尋常科と高等科は同じ校地にあったが，
1905 年度から高等科は市費運営で新設された 6
校の高等小学校となり，学区は尋常小学校のみの
運営となった．そして 1908 年の学区廃止，つま
り全小学校が市費運営となってから，尋常小学校
と高等小学校の再編があり，尋常小学校に高等科
の再設置，また高等小学校に尋常科が設置される
場合もあった．
Ⅳ．横浜市における教育環境の 
　　地域的差異
　横浜市における教育環境の地域的差異と学区廃
止後の変化について考察するために，学校別児童
一人あたりの経費額，学校別児童一人あたりの建
物面積，学区別就学率の 3 つの数値について検討
する．
　本研究では横浜市統計書にある数値のうち，学
区廃止前後の町別もしくは学校別に示されている
数値28）であること，および当時の横浜市の教育
政策上の課題であった学校間の差，学校施設の不
足，就学率の低さを示すことができるため，この
3 つの数値を分析することとした．
1．学校別児童一人あたりの経費額
　第 2 図は学区が廃止される前でとりわけ学校間
の差が大きかった 1902（明治 35）年度の学校別
児童一人あたりの経費額の図形表現図である．経
費は給料・雑給・需要費・修繕費の合計であり，
学区運営時には収入として市区税・授業料・寄
付・財産収入などがあった．横浜小学校が突出し
て高い数値（18.20 円）となっており，最少の吉
田小学校（7.84 円）まで数値にばらつきが大きい
ことがわかる29）．
　第 3 図は横浜市第一次市域拡張の 1901（明治
34）年時点で存在していた公立小学校 12 校につ
いて，学区廃止前後の時期の，小学校別の児童一
人当たりの経費額の経年変化である．1902～1907
年度の数値が顕著であるが，横浜小学校で特に児
童一人あたりにかけられていた経費額が複数年度
で多いことが分かる．最も学校間で差が大きかっ
たのが第 2 図にも示した 1902 年度で，横浜小学
校の修繕費が 1901 年度の 604.293 円から 1902 年
度は 4053.978 円へ大きく増加したため学校間の
差は開き，標準偏差は 2.79 となった．1904 年～
1906 年度は経費額が減っているが，児童増に見
合う歳出増がなかったこと，1905 年の高等小学
校の独立により教員数（給与費）が削減されたこ
とが影響している30）．1908 年の学区廃止後には
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第 2 図　小学校別　児童一人あたり経費額　1902 年度
（『第二回横浜市統計書』より作成．）
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標準偏差は 1 前後となり，1911 年度には最多の
横浜小学校では 11.44 円，最少の元街小学校では
8.63 円となり，標準偏差は 0.87 にまで下がった．
学校間の差が縮まったことがわかる．
2．学校別児童一人あたりの建物面積
　第 4 図は 1901（明治 34）年度の学校別児童一
人あたりの建物面積を示した図形表現図である．
1901 年度時点では横浜小学校（0.78 坪），焼失の
ため 1900 年に校舎を新築した太田小学校（0.77
坪），1899 年に校舎を増築していた老松小学校
（0.73 坪）が比較的広く，他は狭かったことがわ
かる．
　児童数の増加による施設不足から 1897 年から
吉田・寿・元街・石川・太田小学校31）で二部教
授32）が始められ，学区廃止直前の 1908 年元日時
点では戸部・神奈川・吉田小学校で二部教授が行
われていた33）．二部教授の課題として志村（1998）
は，午前部の始業開始が早すぎること，授業時間
が短いこと，児童が前後を間違えること，午後登
校の児童が午前に遊び登校を厭うこと，用具の紛
失，不規則な生活時間などを指摘している34）．
　第 5 図は，横浜市の公立小学校のうち，1901
年以前に創立していた 12 校について児童一人あ
たりの建物面積の経年変化をグラフにしたもので
ある．この 12 校のうち，1908 年の学区廃止以降
から 1923（大正 12）年の関東大震災までの間で
改築や新築は 3 校で行われた．神奈川小学校が
1908 年 9 月に移転したため児童一人あたりの建
物面積は 0.38 坪から 0.74 坪へとなり，根岸小学
校が 1911 年 11 月に改築を行い 0.37 坪から 0.63
坪へとなった．そして 1919 年に起こった埋地大
火により寿小学校は校舎が全焼したため，1920
年 12 月，横浜市で最初の鉄筋コンクリート造校
舎となり，1918 年の 0.39 坪から 1920 年は 0.87
坪へとなった．また，第5図に示した12校以外に，
第 3 図　小学校別　児童一人あたりの経費額
（学区により運営されていた小学校のみ．1905 年創立の市費運営の高等小学校や，1908 年の学区廃止
以降に創立した小学校は含めていない．横浜市統計書より作成．）
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第 4 図　小学校別　児童一人あたり建物面積　1901 年度
（『第一回横浜市統計書』より作成）
原田 貴己
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1905 年の市費運営による高等小学校など新規開
校も行われ，小学校数は 1908 年度で 20 校に増加
した．しかし増加する児童数には対応できず，総
じて市費運営となった以降も長く横浜小学校が他
と比較して突出して広い建物面積であったことが
わかる．
　第 6 図は，第 5 図で示した 12 校について関東
大震災後の数値を示したものである．関東大震災
ではこの 12 校では太田小学校と寿小学校を除い
て全壊全焼となり，震災後の復興で太田小学校や
寿小学校など一部の学校を除き，市内 31 校で鉄
筋コンクリート造校舎が再建された．太田小学校
は被災前とほぼ同じ 0.35 坪であったが，再建さ
れた学校では老松小学校の 1.73 坪をはじめ，横
浜小学校で 1.10 坪，神奈川小学校で 1.07 坪など
建物面積は改善された．市全体の平均値は震災前
の1920年では0.48坪だったものから0.87坪となり，
市全体で建物面積は増加していたことがわかる．
第 7 図にて，学校施設の震災復旧がひと段落した
1929（昭和 4）年の児童一人あたりの建物面積を
図形表現図で示した．市域全体で施設面での教育
環境の改善が図られたことが分かる．
　震災の復興は多額の費用が必要であり，1923
年 12 月の第 47 回臨時帝国議会にて横浜市の教育
復興費として 1864 万 2343 円（うち小学校 31 校
の建設費 1023 万円）の国庫補助及び融資が決定
された35）上での震災復旧であった．学区運営の
ままでは工面できない規模の資金であり，震災時
も学区運営であったなら，復興計画は遅れること
になったと推測される．
3．学区別就学率の割合
　第 8 図は，1902（明治 35）年度の学区別就学
率の階級区分図である．代用小学校であった私立
第 6 図　小学校別・年度別（関東大震災以降）　児童一人あたり建物面積
（第 5 図と同様，総坪数を尋常科・高等科在籍児童の合計で割ったものである．
建て替え等の理由で総坪数が統計上 0 になった学校もそのまま掲載している．
横浜市平均は全市立学校の数値である．横浜市統計書より作成．）
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第 7 図　小学校別　児童一人あたり建物面積　1929 年度
（黒丸は1901年以前に創立していた学校．『第三十回横浜市統計書』より作成．）
ど一部の学校を除き，市内31校で鉄筋コンクリート
造校舎が再建された．太田小学校は被災前とほぼ同
じ0.35坪であったが，再建された学校では老松小学
校の 1.73 坪をはじめ，横浜小学校で 1.10 坪，神奈
川小学校で1.07坪など建物面積は改善された．市全
体の平均値は震災前の1920年では0.48だったもの
から0.87坪となり，市全体で建物面積は増加してい
たことがわかる． 
 
第７図 小学校別 児童一人あたり建物面積 1929年度 
               （黒丸は1901年以前に創立していた学校．『第三十回横浜市統計書』 
より作成．） 
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第 8 図　学区別就学率　1902 年度
（『第二回横浜市統計書』より作成）
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第 9 図　学区別・年度別　就学率
（1902 年時点での学区域で経年変化を示しており，学区廃止後の新設校設置に
よる通学区域の変化は加味していない．
本牧小学校と北方小学校で 1 学区．横浜市統計書より作成．）
第１表　学区別，男女別　就学率および不就学児童数
小学校区
就学率 不就学児童数
1902（明治 35）年度 1912（大正元）年度 1902（明治 35）年度 1912（大正元）年度
計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女
横浜 97.2‌ 96.9‌ 97.4‌ 98.2‌ 99.0‌ 97.2‌ 61‌ 34‌ 27‌ 43‌ 14‌ 29‌
吉田 85.8‌ 86.6‌ 85.0‌ 97.1‌ 97.5‌ 96.7‌ 476‌ 229‌ 247‌ 146‌ 65‌ 81‌
寿 93.5‌ 91.4‌ 95.8‌ 98.0‌ 98.3‌ 97.7‌ 138‌ 94‌ 44‌ 42‌ 19‌ 23‌
老松 92.0‌ 90.4‌ 93.8‌ 98.3‌ 98.6‌ 98.0‌ 125‌ 80‌ 45‌ 27‌ 11‌ 16‌
元街 91.6‌ 90.5‌ 92.9‌ 98.3‌ 99.4‌ 97.2‌ 102‌ 62‌ 40‌ 22‌ 4‌ 18‌
石川 87.0‌ 89.1‌ 84.6‌ 96.9‌ 97.9‌ 95.8‌ 303‌ 134‌ 169‌ 101‌ 35‌ 66‌
太田 74.3‌ 78.2‌ 70.2‌ 97.6‌ 98.1‌ 97.0‌ 257‌ 110‌ 147‌ 90‌ 37‌ 53‌
戸部 87.2‌ 88.1‌ 86.3‌ 97.4‌ 98.1‌ 96.8‌ 366‌ 179‌ 187‌ 137‌ 55‌ 82‌
篠崎 70.8‌ 71.0‌ 70.6‌ 98.2‌ 96.8‌ 99.2‌ 203‌ 100‌ 103‌ 11‌ 8‌ 3‌
神奈川 90.8‌ 91.6‌ 90.0‌ 96.8‌ 97.3‌ 96.3‌ 269‌ 122‌ 147‌ 149‌ 65‌ 84‌
根岸 78.1‌ 82.4‌ 73.6‌ 98.0‌ 98.5‌ 97.4‌ 213‌ 87‌ 126‌ 36‌ 13‌ 23‌
本牧／北方 82.2‌ 85.9‌ 78.6‌ 97.8‌ 97.9‌ 97.8‌ 364‌ 143‌ 221‌ 48‌ 26‌ 22‌
その他 ― ― ― 96.9‌ 97.2‌ 96.6‌ ― ― ― 52‌ 24‌ 28‌
市全域 87.6‌ 88.5‌ 86.7‌ 97.5‌ 98.0‌ 96.9‌ 2,877‌ 1,374‌ 1,503‌ 904‌ 376‌ 528‌
各年度末（３月 31 日）の数値．横浜市統計書より作成．
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篠崎小学校の学区（70.8％）が最も就学率が低
かったが，旧居留地である山手町・山下町であ
り，外国人が多く住んでいたことから，就学率に
ついて他学区と差が出たものと思われる．
　公立小学校では，商業で栄えた横浜小学校区
（97.2％）や，宿場町であった神奈川小学校区
（90.8％）など，比較的繁栄している地域の学区
では就学率は高く，太田小学校区（74.3％）や根
岸小学校区（78.1％）など，農業や漁業が営まれ
ていた郊外の学区では就学率は低いことがわか
る．やや時代は下るが横浜市教育委員会編（1976）
は，1924 年の関東大震災後の不就学児童につい
て，都市化された地域では工場や商店での労働の
ほか日雇いや年季奉公的な労働に従事，漁業地域
では家事労働とともに漁労にも携わり生計を維持
していたことを指摘している36）．
　第 9 図は，1908 年前後の学区別就学率のグラ
フである．1902 年度時点での学区で経年変化を
示しており，新設校設置による通学区域の変更は
加味しておらず，小学校別の就学率とは一致しな
い．学区廃止の翌年である 1909 年度以降急速に
就学率が上昇し，どの学区でも 95％以上の数値
となり，学区間の差は縮まっていることがわか
る．
　第 1 表にて，1902 年度と 1912 年度の学区別・
男女別の就学率を表とした．就学率の高かった横
浜，寿，老松，元街小学校区では男子の就学率の
ほうが低かった．就学率の低かった地区のうち，
居留地を抱える篠崎小学校区は男女ともに低かっ
たが，太田，根岸，本牧では女子の就学率が低
かった．性別によって就学率に差が生まれた理由
として，男子が就労していたこと，女子が子守や
家事を担っていたことが一因と推測できる．教育
を受ける必要性がどの程度理解されていたのか，
不就学の児童が家庭や地域でどのような役割を
担っていたのかに地域差があったことも推測でき
るが，地域史料による検証が必要なため，今後の
研究課題である．
　不就学児童を減少させるために，教員などによ
る不就学児童への戸別訪問，就学督励や出席奨励
が行われ，学校表彰も行われた37）．また貧困家庭
への支援として学用品の付与や貸与を行う教育奨
励会が設置された学校もあった38）．しかし学区廃
止と就学率上昇との因果関係については確証がな
く，この点も今後の研究課題である．
Ⅴ．おわりに
　本研究では，学校別児童一人あたりの経費額，
学校別児童一人あたりの建物面積，学区別就学率
を基に，明治期の横浜市において教育環境の地域
的差異があったこと，そして 1908 年の学校運営
主体としての「学区」廃止の後に差異が縮小に向
かったことを明らかにした．
　経費額では学区があった頃には大きな差があっ
たが，市費運営となってからは差が縮まった．さ
らに建物面積では，学区廃止以降も既存校には大
きな改善はなかったが，関東大震災の復興で校舎
を新造する際に建物面積は大きく拡張され，この
時点で学校間の差は縮小に向かうこととなった．
就学率は，商業地として繁栄している地域では就
学率は高いが男子の就学率がやや低い傾向にあ
り，農業や漁業が営まれている郊外では就学率が
低い傾向にあり，女子の就学率が低かった．しか
し1908年以降は就学率が上昇し，地域差は縮まっ
ていた．
　横浜市は関東大震災と横浜大空襲を経験してい
ることから当時の史料が少なく，本研究では市
史・教育史・統計書にある情報のみで地域的差異
について検討した．他の史料による検討や，就学
に対する考え方の地域差の分析，他都市での地域
的差異の縮小についての検証も今度の課題とした
い．
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注　記
 1）‌ 牧（1993）によると，教育環境とは「全般的な社
会状況や，家庭，地域社会，学校など，児童・生徒
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の活動の場となって，彼らの身体的・精神的な発達
に影響を及ぼす外的条件となる環境」とされ，この
うち学校には「校風，伝統，雰囲気などの精神的環
境，教職員の構成や組織，在籍児童・生徒の構成や
その人間関係，および教師・児童・生徒の人間関係
などの人的環境，校地や施設・設備の整備と配置な
どの物的環境など」の要素がある．
 2）‌ 千葉（1962）．p.‌17．
 3）‌ 千葉（1962）．pp.‌14-17．‌
 4）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．p.‌47．
 5）‌ 1878（明治 11）年～1888 年に町村単位に置かれ
た行政機関．1884 年からは複数の町村を管轄する
「連合戸長役場」が認められた．
 6）‌ 学区が存続した理由として，東京市を研究した土
方（2002）は，学校の増設計画が挫折する区の存在
や，区民と学校との関係が疎くなる点を挙げている
（p.‌118）．神戸市を研究した湯田（2010）は，学区
が学校運営に関する機能だけでなく共同財産を持っ
た住民のまとまりとして機能しており，単なる行政
区画ではなかったこと（p.‌66）を指摘している．京
都市市政史編さん委員会（2009）では，学区廃止は
何度か市政で取り上げられたが，「学区の存廃は，
校舎や設備など学区財産の所有権にも関わる問題」
（p.‌327），「学区内の隣保共同の実をあげ，自治体と
しての本旨にも適している」（p.‌328），「京都市に財
政的余裕がない上，政治力が強い中心部の学区の意
向が反映された」（p.‌528），「学区が災害復興の中心」
（p.‌529）などの理由で廃止されなかったと指摘して
いる．一方，新修大阪市史編纂委員会（1991）は，
大阪市は 1889（明治 22）年 9 月に一度学区廃止が
決定されたものの，水道事業に起因する市の財政難
から教育費を学区に負担させるために 1892 年 5 月
に再び学区が復活した（pp.‌214-223）としている．
 7）‌ 1891（明治 24）年制定の私立小学校代用規則に
則り，公立小学校の機能を代行させた小学校．居留
地であった山手町・山下町が学区であったが，1905
年に代用制度は解除された．
 8）‌ 本町外十三ケ町区，神奈川町区，青木町区，南太
田町区，南吉田町区，本牧町区が存在していた．横
浜市会事務局（1983）pp.‌424-425，p.‌652．
 9）‌ 文部省年報による．尋常科・高等科合計．
10）‌ 横濱貿易新報　明治 40 年 5 月 9 日第 2156 号 1 面
「小学校市営問題」．
11）‌ 横濱貿易新報　明治 41 年 1 月 1 日第 2392 号 25
面「横浜市教育の前途奈何　一記者」．
12）‌ 横濱貿易新聞　明治 36 年 5 月 2 日第 4009 号 2 面
「公債と高等小学」．
13）‌ 横濱貿易新報　明治 40 年 5 月 19 日第 2166 号 2
面「義務教育延長の結果　横浜市学区の運命」．
14）‌ 横濱貿易新報　明治 40 年 5 月 9 日第 2156 号 1 面
「小学校市営問題」．
15）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．pp.‌366-367．
16）‌ 1900 年の小学校令改正で義務教育の授業料が原
則廃止となったが，横浜市では授業料を徴収してい
た．横浜市会事務局（1983）は，市政の指導層に教
育への関心が薄く，学校運営への補助金を手厚くし
なかったため授業料を徴収する必要があったことを
指摘している（p.‌1049）．
17）‌ 中和田小学校（鎌倉郡，現・横浜市泉区）で教員
をしていた山田豊次郎が 1912 年の教育研究誌に投
稿した，不就学児童を減らす方策を研究した論文に
よる．
18）‌ 都筑郡田奈村（現・横浜市青葉区）で小学校教員
をしていた野路当作の1910年頃の回想によると「学
校はできたといってもわずか四ヶ年の義務教育に対
して，子ども全員を学校へやり続けたのでは，労働
力の不足と費用のかかることによって飯が喰ってい
けない親が相当あった．この村についての細かなこ
とはわからないが，つぎのことだけは確かであっ
た．それは男尊女卑の思想で男はとにかく女は学問
はいらないとするもので，四ヶ年の間は男女同数で
あったものが，その上の高等科になると，女子は暁
天の星のごとく減るし，先生も裁縫の教師以上はほ
とんど男であった」という．渋谷（1978）．p.‌37．
19）‌ 尋常高等森中原小学校（横浜市磯子区に所在する
杉田小学校の前身）の「学事報第六號」（大正 5 年　
横浜開港資料館蔵）によると，1916 年の不就学児
童は 3 人（貧弱のため就学猶予 1 人，病気のため就
学免除 2 人）であったが，507 人の就学児童のうち
ほとんど通っていなかった児童が 15 人おり，「コノ
中病気ノ者ハ一人デ他ハ子守トカ商ニ行クトカ或ハ
家業ノ手傳ヲスル爲」であったという．
20）‌ 1875 年にガス会社及び付属品が横浜第一大区町
会所に売却され，1879 年より本町外十三カ町連合
会が管理することとなった．
21）‌ 横浜市教育委員会編（1976）は横浜小学校の校舎
について「油障紙をはめて平屋建であった当時の一
般の小学校中にあって，純様式二階建の校舎は偉観
であったといってよい．一階廊下はコンクリート張
りで，その左右には大谷石の排水溝が設けられてお
り，講堂も二階建とされ，高い天井からは美しい
シャンデリアが下がっていた．床にはリノリューム
が張りつめてあったという．そして，校舎入口の左
右には高さ約 70 センチメートルの砲弾が立ってい
た．（中略）さらに生徒は「自家用の馬車に乗った
り，自ら乗馬したりして通学する者もあったとい
う．生徒付添人の待合室が設けられていたことも特
異な存在であった．雨天体操場のかたわらにあった
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十二畳ぐらいの和室で中央にいろりがあって鉄びん
がつり下がっており，七，八人の付添人がたばこを
吸ったり裁縫をしたりしながら生徒の下校を待って
いたそうである．以上の様子からもわかるように，
子女を横浜小学校に通学させる家庭は，通商貿易の
中心地に居住する富裕な，あるいは先進的な豪商や
外交官であり，このような人達によって維持される
本校もまた，後に横浜の学習院と呼ばれるほどに，
その格式の高さを誇ったのであった」（pp.‌400-401）
という．
22）‌ 横浜市会事務局（1983）によると「市会は横浜会
館の市会議場で開かれるのが一般であったが，会館
の修理その他の事情で，横浜小学校や県会議講堂で
開かれたこともある．横浜小学校は関東一と評判さ
れる講堂をもっていた」（p.‌2）という．
23）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．pp.‌400-401．
24）‌ 戸井（1933）．pp.‌7-8．
25）‌ 横浜市ふるさと歴史財団（2009）．p.‌223．
26）‌ 瀬尾（1938）．p.‌48．
27）‌ 第 1 区選出議員は 11 人であったが，そのうち 6
人が学区廃止に賛成した．横浜貿易新報　明治 40
年 9 月 15 日第 2285 号 2 面社説「東西南北」．
28）‌ 横浜市統計書において学区廃止前・後ともに町別
の数値が掲載されているものは就学児童数，不就学
児童数であり，学校別の数値が示されているもの
は，学級数，児童数，教員数，資産（土地面積，建
物面積，土地建物および物品価格），経費（給料，
雑給，需用費，修繕費），授業料である．
29）‌ 1902 年度の横浜市の公立小学校本科男性正教員
の月俸平均は 26.961 円であり，尋常科児童の授業
料は月 20 銭であった．また，日本銀行ホームペー
ジの数値より 1902 年の企業物価戦前基準指数を
2015 年の企業物価指数に換算すると，1498.9 倍と
なる．
30）‌ その他，1904 年の日露戦争開戦による地方財政
緊縮の影響も可能性として考えられる．
31）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．p.‌402．
32）‌ 二部教授とは二部授業とも呼ばれる制度で，安彦
ほか（2002）によると「校舎や教育施設の不足・不
備，災害に見舞われたとき，さらに多くの児童生徒
数に比して教員数が少ない場合等に児童生徒を午前
と午後の二部に分けて同一の教室において同一の授
業を実施する授業システム」である．
33）‌ 横濱貿易新報　昭和 41 年 1 月 1 日第 2392 号 25
面「横浜市教育の前途奈何　一記者」．
34）‌ 志村（1998）によると，戸部尋常小学校の場合，
児童増加に伴う教室不足を補うため 1899 年から二
部教授が行われた．前部・後部に分けられた 1 日の
教授時間は季節によって異なっていた．教授時間が
短い夏期は午前 7 時と午前 9 時半が登校時間，2 時
間 10～20 分間の教授を前後 2 学級に行い，11 時 50
分には終業していた．授業時間が長い春期や秋期で
も午前 8 時と正午が登校時間で各 3 時間半の教授が
行われていた．週あたりの教授時間は県令「小学校
課程」で 27 時間半とされたが，二部教授のために
短縮され尋常科 1 年生で 18 時間，2～3 年生は 21
時間であった．1904 年時点では男女別に編成され
た学級に 64 人～80 人の児童がおり，学級は 1 か月
で前後を入れ替え，1 人の担任が 2 学級の児童を受
け持った（pp.‌140-147．）．
35）‌ 横浜市教育委員会編（1978）．pp.‌25-27．
36）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．pp.‌603-604．
37）‌ 横浜市教育委員会編（1976）．pp.‌370-373．
38）‌ 横浜市立根岸小学校（1953）．p.‌25．
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